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1．はじめに

　少子高齢化、人口減少社会を迎え、わが国の地方自治体の財政状況が厳し

くなるなかで、防災対策や社会インフラの補修管理・更新などのニーズが複

合的に増大している。地方自治体の置かれる経営環境は激変することが予想

され、現状のままの組織や行政サービスでは十分に対応できないと言われて

いる。一方で、グローバル経済の中で地域経済は熾烈な競争にさらされ、産

業空洞化や地域間格差が拡大している。こうした構造変化の中で国による指

導力は弱まり、地域自体が自らの資源を有効活用し、地域の生活基盤を確立

していくことが期待されるようになってきた。税収などの行政資源が減少し

ていくなかで、地域活性化と住民生活の向上を図るためには、従前の政治や

行政の考え方を改めていく必要があると考えられる1）。また、阪神・淡路大

震災や東日本大震災、熊本地震に代表される巨大地震の発生とともに、近年

多くの地域で風水災害や土砂災害、雪崩などの雪害が起きており、災害対策
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は喫緊の課題となっている。防災などの複雑な社会的課題については、従来

の行政を中心としたヒエラルヒー型の統治システム（Government）による

問題解決能力の限界が指摘されている。これらの課題解決は、政府だけでは

満足のいく解答を見いだせず、異なる多様なアクターとの協働が必要不可欠

であると考えられている2）。それらの多様なアクターが新たなネットワーク

を形成し、役割分担をしながら取り組む、新しいアプローチの確立が急務と

なっている。

　例えば、わが国の社会インフラ政策においても、施設管理者や利用者等の

複数のアクターが協力して何らかの活動をしていくことを意味する「コラボ

レーション（協働）」が、社会基盤の中の多様な分野で、そしてさまざまな

スタイルで行われるようになっている3）。社会的な課題の解決に向けて、行

政、地域住民、企業、NPOなど多様なアクター間の連携の必要性は高まっ

ており、それらがコラボレーション・ネットワークを形成し、政策と社会的

な貢献活動を通じて課題解決を図ることは重要になってきている。

　さらに、ソーシャルビジネスをはじめとして、コミュニティビジネスやソ

ーシャルエンタープライズ、チェンジメーカーやソーシャルアントレプレナ

ーなどと称される、従来の枠では捉えられない社会的貢献活動が注目されて

いる。ソーシャルビジネスには、地域の社会的課題の解決を図るコミュニテ

ィビジネスも含まれる概念であり、組織形態としては、株式会社、NPO、

社団・財団法人など、多様なスタイルが想定されている4）。今後の防災政策

においては、ヒエラルヒー型の統治システムから、地域住民や NPO、大学

や企業などが国・自治体と協力してネットワークを形成し課題解決を図る、

協治システム（Network Governance）への緩やかな転換が必要であると考

えられる。

　政治学・行政学の分野では、公共政策における政府、企業、NPOなどの

多様なアクター間のつながりに着目し、その政策ネットワークを戦略的にマ

ネイジする方法として、「ネットワーク・マネジメント論」が提唱されてい

る。災害時にこのようなネットワークが有効に機能するには、それがどのよ
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うな環境にあるときなのだろうか。ネットワーク・ガバナンスが有効になる

四要素5）としては、①ネットワークに参加するアクター間の信頼の程度、

②ネットワークの参加者数（規模）、③目標に対する合意、④業務の性格

（複雑であるかどうか）が挙げられており、理論的検討がなされている。

　本稿では、上記のガバナンスとネットワーク・マネジメントの視点から、

防災政策の一分野である雪対策事業を取り上げ、その先進的事例のひとつと

して挙げられる北海道札幌市の雪対策を考察し、地方自治体における防災対

策の課題解決スタイルについて検討する。

2．ガバナンスとネットワーク・マネジメント

　ガバナンス（Governance）は広範な用語であり、それは、政府だけでは

なく、全ての種類の組織（公的、準公的機関、民間企業など）を包含し、公

共の利益の追求に貢献するものであると考えられる。ガバナンスにおける協

働のネットワークの議論と実践は、政府という「公的部門（public 

sector）」、企業という「民間部門（private sector）」、そして、公的部門と民

間部門のインタラクティブゾーンとしての「非営利部門（nonprofit sector）」

の 3つの部門間で見られるようになっている。この 3部門間の関係の変遷を

概観すれば、 1960 年代と 1970 年代の福祉国家の全盛期では、公的部門（政

府）の領域とその役割が強調されていた。1980 年代になると、政府の効率

化、規制緩和の流れのなかで、民間部門（企業）が、より重要な役割を持つ

と捉えられていた。そして、1990 年代以降、非営利部門（NPOや NGO）の

活動の有効性や効果に関する事例やデータが数多く提出され、ガバナンスに

おける 3部門間の協働ネットワークが強調されるようになった6）。ガバナン

スにおける協働の取組みは、広範な領域の専門家を政策に参加させ、それら

の持つ知識や経験、資源を相互に結びつけ、政策実施の有効性を向上させた

り、改善させたりすることを助ける。こうした活動は、複雑な社会的課題を

解決するために有効であるように考えられる（図表 1を参照）。ガバナンス
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における協働の取組みで注意すべき点は、多様なアクターが協議しやすい環

境をいかに整えることができるかどうかであり、この政策ネットワークの課

題を克服するためには、多様なアクター（ノード）間の交渉や調整という

「ネットワーク・マネジメント」がより重要になってくると考えられる。

　ネットワーク（Network）という用語は、社会的・組織的現象を記述する

ために広範に用いられている。例えば、政治学における政策ネットワークの

類型化に関する文献としては、利益媒介のパターンに言及するプルーラリズ

ムとコーポラティズム、イシュー・ネットワークや政策コミュニティなどが

図表 1　三つのガバナンス・スタイル

ビジョン

ヒエラルヒー

政府が社会
を統治する

政府はネットワーク社会
におけるパートナー

政府は社会にサービス
を提供する

権威 信頼 価格

依存 相互依存 独立

被統治者 パートナー 消費者、クライアント

法律、規制、統制、
手続、会計報告書、
決定、コンプライアン
ス、成果

成果、コンセンサス、
誓約、自主協定

成果、サービス、製
品、契約、アウトソー
シング

従属者に対しての統
制のもう一つの形態
としてのトレーニング

‘なんとか’やり遂げる事
を助けるトレーニング

より効率的な決定を行う事
を助けるトレーニング

ラーニングスタイル：
社会的学習による目標
の達成；カオススタイル：
予測できない事態にうま
く対処する

ラーニングスタイル：
集合的学習を可能にする；
パワースタイル；競争優位
性を得る

戦略

統制の
メカニズム

関係の
タイプ

関係の
対象

マネジメント
開発の目的

結果

ネットワーク マーケット

計画とデザイン；
統治と統制の手続を
遵守する意識を鼓舞

計画とデザイン；
統治と統制の手続を
遵守する意識を鼓舞

（出典）　Meuleman, L. （2006）“Internal metagovernance as a new challenge for management development 
in public administration”，Paper voor 2006  EFMD conference Post Bureaucratic Management: a new 

age for public service?, Aix─en Provence, p. 7.
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挙げられる7）。

ヒエラルヒーとネットワークの間の議論は、組織内・組織間の調整の構造と

その様式に言及している。ヒエラルヒーでは、調整が官僚制組織（ピラミッ

ド構造）に基づく垂直的な指揮命令の連鎖を通じて行われる。ネットワーク

では、調整が垂直的・水平的に機能し、命令よりもむしろ相互の調節を通じ

て行われる8）。Tichyと Fombrumら（1979）は、有機的組織の形態が、数

学的ネットワーク論の言葉において再解釈することができると論じてい

る9）。

　Kontopoulos（1993）によれば、ヒエラルヒーは、「多対一」の構造的集合

体を強調している一方で、ネットワークは、社会構造における異なるノード

間の「多対多」の関係を内包している10）（図表 2を参照）。また、ネットワ

ークはマーケットから区別される。ネットワークとマーケットは、中心的な

指揮命令というよりはむしろ、多様なノードの相互調節を通じてそれら自身

を調整する。しかし、それらの関係は、根本的な性質において異なる。ネッ

トワークとマーケットの両方とも交換関係として記述されるが、それらは二

つの次元で区別される。すなわち、マーケットでは「非人格的交換関係」を

強調するが、ネットワークでは「社会的交換関係」を強調する11）。

図表 2　ヒエラルヒーとネットワーク

（出典）　Ansell, Chris. （2000） “The Networked─Polity: Regional Development in Western Europe”, 
Governance: An International Journal of Policy and Administration, Vol. 13, No. 3, p. 307.

（ヒエラルヒー：多対一） （ネットワーク：多対多）
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　Berryら（2004）は、一般的に、あるいは学問的に、理論的分析枠組みと

して、「ネットワーク」という言葉を用いることが飛躍的に増加していると

して、「社会学」「政治学」「行政学・公共経営」に焦点を絞り、ネットワー

ク研究の整理を行い、ネットワーク論の三つの主要な伝統と趨勢を明確化し

ている（図表 3を参照）。彼らは、ネットワークに関する三つの類似する研

究として、（1）社会的ネットワーク分析、（2）政策ネットワーク、（3）パブ

リック・マネジメント・ネットワークを挙げている。そして、それらの研究

分野を超えてネットワークを理解し、研究分野間のコミュニケーションを促

進することが必要だと主張している12）。

図表 3　ネットワーク研究の三つのアプローチ

社会的ネットワーク分析 政策ネットワーク
パブリック・マネジメン
ト・ネットワーク

行動の仮定

埋め込まれた文脈からの
意思（Granovetter） アクターの好ましい政策

の合理的な追求

効果的なサービス・デリ
バリー：インストルメン
タリズム“偶発的な価値 ”（Burt）

研究の手法

事例研究 事例研究 事例研究

ブロックモデル分析 回帰分析 回帰分析

ユークリッド距離分析 時系列 ユークリッド距離分析

回帰分析
イベント・ヒストリー分
析

ダイナミック・ネットワ
ーク・モデル

主な論点
行動，態度，そしてアウ
トカムとしてのネットワ
ーク構造と位置

いかに政策アクターたち
が望ましい政策を達成す
るか；いかにアクターの
ネットワークは、政策の
アウトカムに影響を与え
るか

ネットワークのパフォー
マンス比較；マネージャ
ーの行動がネットワーク
の成果にいかに影響を与
えるか；どのようなネッ
トワークのタイプが存在
し，それらはどのように
異なるのか

（出典）　Berry, Frances S., Ralph S. Brower, Sang Ok Choi, Wendy Xinfang Goa, Heesoun Jang, Myungiung 
Kwon, Jessica Word. （2004）“Three Traditions of Network Research: What the Public Management 
Research Agenda Can Learn from Other Research Communities”, Public Administration Review,  
September/October, Vol. 64, No. 5, p. 544.
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　本稿では、（1）社会ネットワーク分析13）と、（2）政策ネットワークの議

論14）を分析の基礎に置きつつ、主に（3）パブリック・マネジメント・ネッ

トワーク（ネットワーク・マネジメント）の視点から考察を行う。

　パブリック・マネジメント・ネットワークの主な先行研究としては、①

Kickertら（1997）の『Managing Complex Networks』（「ネットワーク・マ

ネジメント」の概念化を図る。水平的ネットワークに焦点を当て考察）（図表

4を参照）15）、②Mandellら（2001）の『Getting Results through Collaboration』

（制度的─構造的フレームワークとネットワークとの関係を考察．開発途上国

や非ヨーロッパ諸国の事例研究を行う）16）、③ Agranoffら（2003）の

『Collaborative Public Management』（事例研究を進展させ「パブリック・コ

ラボレーション」のタイプを分類。水平的及び垂直的ネットワークの関係を

考察）が挙げられる17）。

　Kickertら（1997）は、政策ネットワークを「政策形成過程のなかに含ま

れる相互依存のアクター間の関係パターン」と捉え、相互依存関係における

ガバナンスとパブリック・マネジメントの一例として、「ネットワーク・マ

ネジメント」を提唱している。彼らは、ネットワーク・マネジメントを、

図表 4　マネジメントの二つの視点

視座／次元 古典的視座 ネットワークの視座

組織的セッティング 単独の根源構造 分割された権現構造

目標の構造
諸活動が明確な目標と定義された
問題によって導かれる

問題と目標が様々であり，それら
の定義が変化する

マネージャーの役割 システムの統制者
調停者，プロセス・マネージャ
ー，ネットワーク・ビルダー

マネージャーの職務
組織過程に計画に介入し指導する
こと

相互作用が起こるように指導し，
相互作用が行われる機会を提供す
ること

マネジメントの諸活動 計画，デザイン，先導
アクターと資源の選択，ネットワ
ークの状況に影響を与えること，
戦略的に複雑さを取り扱うこと

（出典）　Kickert, Walter. J. M., Erik─Hans Klijn and J.F.M. Koppenjan. （eds.） （1997） Managing Complex 
Networks: Strategies for the Public Sector, London: Sage Publications, p. 12.
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「アクター間の相互作用のプロセスを促進し、より良い調整のためにネット

ワークを創造し改革すること」と定義している。本稿では、これらの先行研

究を踏まえて防災ネットワークのマネジメントについて考察を加える。

3．防災ネットワーク・マネジメント

　わが国の防災行政の目的は、国民の生命・財産を災害から守ることであ

り、災害対策基本法第 1条には、「この法律は国土ならびに国民の生命、身

体および財産を災害から保護するため……」と、わが国の災害対策の目的を

明記している。地方自治体は、地域社会の最前線で防災対策を講じなければ

ならない立場にあり、予防、応急、復旧・復興の各対策から構成される防災

対策（地域防災計画）を、総合的かつバランスよく推進することによって被

害の軽減（減災）を図ることが求められている18）。これまでの防災対策で

は、不燃化や地盤液状化対策、耐震化や防潮堤のかさ上げなどの行政が中心

となって整備するハード面に重点が置かれてきた。しかし、ハード面による

防災には、莫大な予算が必要であり、想定される災害以上の事態が起こる可

能性もあり、今後はハード面をカバーする、防災に関わる行政・地域住民・

NPO・企業などの政策ネットワークによるソフト面の防災対策の充実が必

要であると考えられる。三舩（2012）によれば、こうした防災・減災のため

のネットワークには、①人のネットワーク（専門技術者・一般ボランティア

など）、②物資のネットワーク、③場のネットワーク、④情報のネットワー

ク、⑤地区のネットワーク（自主防災活動）、⑥地域のネットワーク、⑦行

政のネットワークがあるとしている。また従来は、住民と行政が分けられ、

「住民参加の防災」と言われてきたが、これからは「住民参加」ではなく

「住民主体」となること。さらに企業を加え、住民と企業が一体となって減

災活動を行うことが求められるとしている19）。

　自然災害には、地震、津波、水害、土砂災害、雪害、強風災害、雷、火山

災害などの種類が挙げられる。そのうち、雪害は、日本全国の約 3分の 1の
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市町村が豪雪地帯に指定されており、雪の重さによる建物への被害や雪崩な

どの災害が起きている。これらの地域の多くは全国平均よりも人口減少・少

子高齢化が進んでおり、地域の除排雪の担い手不足などにより、高齢者の冬

期生活への不安や災害に対する地域の防災力の低下が社会的な課題となって

いる20）。そのなかで、地方自治体においては、住民生活の安全性・快適性

の確保と、地域活性化の推進のための様々な取組みがなされてきている。人

口減少、高齢化が進行する中で、雪国地域が持続可能性を獲得していくため

に、地域にこれまでとは異なる除雪の「協働」の仕組みと新たなアプローチ

が必要なのである21）。

4．札幌市雪対策事業の地域協働の取り組み

　札幌市は、人口約 190 万人で年間の累計降雪量は 597cmに達する世界に

も例を見ない豪雪都市である。札幌市の平成 25 年度の当初予算における雪

対策の総費用は、約 151 億円である。一晩の車道除雪の距離は 5,389km、平

均して一晩の降雪に伴う除雪作業には、1,000 台の除雪機械、3、000 人の作

業員が携わり、その費用は 1億 2,000 万円となっている22）。雪対策を取り巻

く課題としては、厳しい財政状況の中で多様化する市民ニーズへの対応、雪

たい積場確保の困難化、さらには公共事業の減少で企業の体力低下による除

雪機械更新の遅れや作業従事者の高齢化といった様々な課題に直面してい

る23）。

　この 20 年間の札幌市における雪対策事業の取組みを歴史的にみてみると、

1991 年に札幌市では、初めての雪対策に関する総合計画である「雪さっぽ

ろ 21 計画」を策定した。それは、それ以前の単なる「除雪作業」からの脱

皮であり、①除排雪水準の確立、②雪対策施設の整備（流雪溝など）、③除

雪パートナーシップ体制の確立を柱とした計画が立案されたという。2000

年には、市民ニーズや社会情勢の変化を踏まえ、施設整備から地域協働・情

報共有への転換を主眼とした「札幌市雪対策基本計画」が策定された。そこ
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では、①幹線道路中心の雪対策から生活道路に配慮した雪対策、②冬期路面

管理の充実、③環境問題への対応、④市民との情報共有の推進、が謳われた

（図表 5参照）。

　より一層効率的・効果的な雪対策を進めるべく、札幌市は、全庁一丸とな

って取組む庁内組織「雪に負けないサッポロづくり本部」を 2006 年 4 月に

設置した。検討項目としては、①市民との連携WG、②雪たい積場WG、③

除雪支援WGである。2013 年には、「札幌市冬のみちづくりプラン」が策定

された24）。策定にあたり設置した委員会からの提言や、町内会との意見交

換などを踏まえ、持続可能な雪対策に向け、3つの基本方針と、それに基づ

図表 5　除雪パートナーシップのイメージ

（出典）　札幌市建設局道路維持部雪計画課（2000） 『札幌市雪対策基本計画』 （平成 12 年度～平成 21 年度）
p. 29 より作成。

地域
（町内会など）

除雪事業者 札幌市

図表 6　札幌市冬のみちづくりプランの体系

基本方針

1．市民・企業等の協働の推進

2．多様なソフト政策の導入

3．政策の選択と集中によるメリハリをつけた事業の展開

目　標

1．冬の市民生活ルールの確立

2．排雪量の抑制

3．除排雪体制の確保

4．メリハリをつけた冬期道路の管理

5．安全な冬期交通環境の確保

6．冬の文化の創造

（出典）　梅澤卓司（2013）「札幌市冬のみちづくりプランについて」『ゆき（No. 93）』雪センター p. 14 より
作成。
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く 6 つの目標を設定している（図表 6参照）。地域と創る冬みち事業は、地

域住民に懇談会を通して札幌市の除排雪の現状を知り、地域の冬期環境を行

政も知り、互いが理解しあったうえで、地域における除排雪の課題につい

て、地域住民・除雪事業者・行政が話し合い、課題を解決することで、より

良い冬期環境をつくっていこうというものである。

　この取り組みの大きな特徴は、現在の予算の範囲という制約はあるが、話

し合いの中から生まれた実現可能なアイディアを出来るところから実行し、

地域の特性に応じた除排雪を地域住民・除雪事業者・行政の役割分担の下に

協力し合っている25）。

　また、札幌市では、「地域の除雪」を話し合う「市民懇談会」を開催して

いる。市民懇談会の目的は、町内会と市が一緒に話し合うことを通じて、札

幌市の除雪の仕組みと、市・地域が互いに抱える「除雪課題」について理解

を深め、共有することである（図表 7参照）。市民懇談会は、平成 17 年度か

ら開催しており、開催状況としては、平成 24 年度までに札幌市全市におい

て 1,269 町内会で実施している（図表 8参照）。

　市民懇談会では、町内会と市が意見交換を行い、地域マップを作成し、地

域のアイディア発表等を行っている。地域の取り組み例としては、地域の冬

環境の現状を知り、地域の除排雪の課題を解決するため、町内会、除雪事業

者、区土木センターで合同パトロールを実施している（図表 9参照）。

図表 7　主な地域活動

出前講座
町内会などの概ね 10 名以上の各種団体の勉強会、研修などの機会に、
札幌市職員が出向いて、札幌市の施策や事業などを説明する。

地域（市民）懇談会
地域・除雪事業者・札幌市が地域（町内会単位等）における除排雪の
課題や取り組みについて話し合う。

除雪連絡協議会
地域・除雪事業者・札幌市が相互に連携を図るため、マルチゾーン毎
に協議会を設置して、マルチゾーン全体の除雪計画や作業方法などに
ついて協議する。

（出典）　札幌市建設局管理部雪対策室計画課（2009）『札幌市冬のみちづくりプラン（平成 21 年度～平成
30 年度～協働で支える雪対策～』 p. 24．
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　市民・企業との協働の取り組みとしては、①除雪ボランティア、②砂まき

に関する取り組みが挙げられる。①除雪ボランティアは、地域の学生や企業

などが高齢世帯の雪かきを実施している。②砂まきに関する取り組みとして

は、コンビニ、銀行、商店街などが協力し、冬期間の砂まきと春先の清掃に

協力している。

　さらに、ユニークな雪対策の取組みとしては、2014 年 1 月、プロ野球北

図表 8　市民懇談会の実施町内会数（累計）

（出典）　札幌市ホームページ「地域と創る冬みち事業」
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図表 9　アクションプログラム

項目 平成 21 年度 平成 23 年度

路上駐車防止パトロール実施町内会数 175 町内会 255 町内会

路上駐車の台数 （16,000 台） 減少

道路への雪出し件数 （4,100 件） 減少

（出典）　札幌市建設局雪対策室（2014）「札幌市の雪対策」
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海道日本ハムファイターズの「ファイターズ雪かき隊」が、札幌市立北野中

学校の生徒と協力し、札幌・清田区内で高齢者宅の除雪作業を行っている事

例である26）。これは、北海道日本ハムファイターズが 2014 年度の札幌市教

育委員会の実施する「雪かき汗かきチャレンジ」を応援することから始ま

り、除雪作業の最も達成率の高い学校には「ファイターズ賞」を贈ることを

決めるといった、除雪ボランティアとの協働化を促進するためのインセンテ

ィブを創設した新しい雪対策の取組みである。 

5．結びにかえて

　本稿では、ガバナンスとネットワーク・マネジメントの概念に基づき、札

幌市雪対策事業を対象に、わが国の地方自治体における防災ネットワークの

進展について考察した。札幌市では、課題解決に向けた多様なアクターによ

るパートナーシップの視点を組み入れた計画策定や事業展開が行われている

ことが確認できた。札幌市の防災ネットワークは、「除雪パートナーシップ」

や「札幌冬のみちづくりプラン」の取り組み、「市民懇談会」の開催実施町

内会数の増加などからも分かるように、行政を中心としたヒエラルヒー型の

統治システムから、市民・企業等との地域協働・情報共有によるネットワー

ク型の協治システムへ進化をとげつつあると考えられる。今後も地方自治体

の防災対策の事例を中心に調査を行い、ネットワーク・ガバナンスによる社

会的課題の具体的な解決方策について考察を深めていきたい。
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